
リスク・クライシスマネジメントGovernance コーポレートガバナンスGovernance

基本的な考え方

（１）リスク・クライシスマネジメント委員会 （2）リスクマップ

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方
当社は、コーポレートガバナンス・コードへの対応はもちろんのこと、持続可能な成長により企業価値を向上させることで、

株主の皆様をはじめとするすべてのステークホルダーに対する責任を果たしてまいります。そのために、常に最良のコーポ
レートガバナンスを追求し、その充実に継続的に取り組むため、意思決定の透明性・公正性を確保するとともに、保有する
経営資源を十分有効に活用し、迅速・果断な意思決定により経営の活力を増大させてまいります。それを実現するために、
下記の基本的な考え方に沿って取り組んでいます。

コーポレートガバナンス体制

■1株主の権利を尊重し、平等性を確保します。

■2すべてのステークホルダーの利益を考慮し、ステークホルダーと適切に協働します。

■3適切に情報開示を行い、透明性を確保します。

■4独立役員の役割を尊重し、取締役会の監督機能の実効性を確保します。

■5株主との間で建設的な対話を行います。

回数
（2023年度）

取締役会 13回取締役会 13回取締役会 13回取締役会 13回 構成員：取締役 12名（うち社外取締役 4名）
開催頻度：原則月1回
法令、定款、取締役会規程に基づき、経営方針、事業戦略、経営上の重要事項を決定するとともに、各取締役などから
職務執行状況、財務・業績報告を受け、取締役および各部署の職務執行を監督しています。

経営会議 23回経営会議 23回経営会議 23回経営会議 23回 構成員：常勤取締役 7名
開催頻度：原則月2回
経営会議規則に基づき、予算、経営計画、起業計画等、経営上重要な事項の審議を行っています。

監査等委員会 13回監査等委員会 13回監査等委員会 13回監査等委員会 13回 構成員：取締役（監査等委員）4名（うち社外取締役 3名）
開催頻度：原則月1回
監査等委員会規則に基づき、監査に関する重要な事項について、報告、協議・審議・決議しています。

役員指名諮問
委員会

1回 構成員：取締役社長、取締役（監査等委員）
代表取締役が人選した取締役候補者について、代表取締役および取締役会に適切な助言を行っています。

役員報酬諮問
委員会

2回 構成員：取締役社長、取締役（監査等委員）
取締役（監査等委員を除く）の報酬について審議し、代表取締役および取締役会に対し、答申しています。
取締役会（監査等委員）の報酬に関して審議しています。

社外役員間審議
委員会

0回 構成員：社外取締役
親会社グループと当社グループとの間の利益相反する事項が含まれる場合に、取締役会より諮問を受け、少数株主利益の
保護の観点から審議し、意見を決議の上、取締役会にて報告します。なお、2021 年度については該当する事案がありま
せんでした。

サステナビリティ
委員会

1回 取締役会のもと、当社のサステナビリティに関わる施策を立案・推進しています。また、サステナビリティに関わる各委員会
を統括しています。

内部統制委員会 2回内部統制委員会 2回内部統制委員会 2回内部統制委員会 2回 当社グループにおける内部統制システムの不断の充実を図るため、内部統制システムに関する諸施策を審議し、その実施
状況を監督しています。

コンプライアンス
委員会

2回
当社グループコンプライアンス方針および活動計画の報告・審議、内部通報への対応等を行っています。

リスク・クライシス
マネジメント委員会

1回 大規模災害、パンデミック、治安悪化、その他複数の事業所もしくは部署にまたがる個別のリスク・クライシスの対処方針
等を審議しています。

レスポンシブル・
ケア委員会

1回 レスポンシブル・ケア基本方針や長期計画、具体施策の策定等を行い、レスポンシブル・ケア活動を長期的視野から総合
的に推進しています。

関連するSDGs関連するSDGs関連するSDGs
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社長 サステナビリティ委員会

内部統制委員会

コンプライアンス委員会
リスク・クライシスマネジメント委員会

レスポンシブル・ケア委員会
SBT推進委員会

経営会議

業務執行取締役

社内各部署・グループ会社 内部統制・監査部

取締役会
役員指名諮問委員会
役員報酬諮問委員会
社外役員間審議委員会

監査等委員会 会計監査人

株主総会

監査

報告

指示

具申

指揮・命令

報告
報告

報告

監査

監査

指導・監督

指導・監督

選解任・監督

選解任

＜業務執行体制＞

選解任
連携

連携 連携

コーポレートガバナンス体制

※当社は、当社の経営理念に基づく経営基本方針に則り、持続的な成長を遂げられるよう、取締役会は異なる知識、経験、能力を備えた人材から構成される体制としており
ます。また、独立社外取締役を置くことで、新たな視点の取り込み、ガバナンスの強化を図っております。
※当社取締役各人が有するスキルのうち主なものを最大３つ「●」印をつけております。そのため各人が有するすべての専門性と経験を表すものではありません。

取締役の保有する専門性と経験

当社における地位／
氏名

専門性と経験

代表取締役  取締役社長
佐々木　康彰
取締役副社長
岩崎　明
取締役
松尾　俊二
取締役
伊美　勝治
取締役
伊瀨　基之
取締役
岡嶋　謙
取締役
福田　加奈子
取締役
田辺　陽
取締役（監査等委員）
乾　禄治
取締役（監査等委員）
小西　弘之
取締役（監査等委員）
藤咲　雄司
取締役（監査等委員）
矢倉　昌子

企業経営 財務会計 事業戦略
マーケティング

労務
人材開発

研究
知財

製造
技術 グローバル

法務
ガバナンス
リスクマネジメント

独立社外
取締役〇 女性〇企業経営 財務会計
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取締役会実効性評価

取締役報酬
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取締役会実効性評価
当社は、取締役会が「自社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上のために、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定が
適切に行われているか」という観点から、取締役による自己評価を行い、取締役会の実効性を定期的に振り返るとともに、今
後の課題について議論しています。

取締役報酬
１．基本方針

当社取締役（監査等委員を除く。）の報酬等は、固定
報酬である「基本報酬」、業績連動報酬等である「賞与」
の2つから構成されています。
基本報酬および業績連動報酬等（賞与）の水準は、報

酬の客観性、適正性を確保する観点から、外部第三者機
関による調査等の客観的データに基づく当社と同程度
の事業規模や関連する業種・業態に属する企業の報酬
水準、各役位の職責内容、過去の支払い実績等を勘案
して適正な水準となるよう設定しています。
基本報酬は、月例の固定報酬とし、各取締役の報酬

額は役位の職責内容や従事職務、中長期的な会社業績
などを反映させて決定しています。
業績連動報酬等（賞与）は、各取締役の毎年の事業計

画達成へのインセンティブとするのに最も客観的かつ
妥当な指標として、連結営業利益にリンクしたフォーミュ
ラから算出された額を、原則として毎年1回、一定の時
期に現金で支給しています。
基本報酬と業績連動報酬等（賞与）の支給割合は、毎

年の事業計画達成へのインセンティブを高めると同時
に、その行動が短期的、部分最適に偏らないように設定
しています。

２．役員報酬決定の手順
取締役の報酬等の決定にあたり、その透明性と公正

性を一層高めるため、監査等委員である取締役を主要
な構成員とする役員報酬諮問委員会が、役員報酬制
度、役員報酬支給水準および基本報酬と業績連動報酬
等（賞与）の割合等に関し、代表取締役および取締役会
に適切な助言を行っています。
各取締役（監査等委員を除く。）の個人別の報酬額は

取締役会の授権を受けた代表取締役社長が役員報酬
委員会の答申を踏まえて決定しています。
なお、取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、
2016年6月24日開催の第116期定時株主総会におい
て年額200百万円以内（うち社外取締役分は年額10百
万円以内）と決議されており、その範囲内で決定してい
ます。
また、取締役（監査等委員）の報酬は、報酬限度額（5
名以内）について、2017年6月23日開催の第117期定
時株主総会において、年額50百万円以内と決議されて
おり、その範囲内で決定しています。

（１）評価方法
2023年度の取締役会の実効性評価について、2024年
3月に各取締役への設問・自由記述によるアンケートを行
いました。2024年4月の取締役会において、集約した自己
評価結果を報告するとともに、個別の項目（取締役会の構
成、運営方法、議題・議案、取締役会を支える会社の体制、
株主・投資家との対話）毎に、各取締役からの意見につい
て共有し、今後の課題について議論しました。

（２）評価結果
当社の取締役会は、取締役会の構成、運営方法、議題・
議案、取締役会を支える会社の体制、株主・投資家との対
話等、全般において適切に機能していることを確認しまし
た。なお、取締役会にて共有された課題については、2024
年度以降の取り組みに反映していくことで、取締役会の実
効性のさらなる強化に努めてまいります。
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関連するSDGs

東京支店
本  社 （大阪）

田岡化工材料（上海）有限公司 （中国）

タオカ ケミカル シンガポール 
プライベート リミテッド （シンガポール）

タオカ ケミカル インド 
プライベート リミテッド （インド）

播磨工場（兵庫）

東京支店

播磨工場（愛媛地区）

本  社 （大阪）

淀川工場 （大阪）
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親子上場
１．基本的な考え方

当社は、事業運営にあたっては、独自の経営判断と自己
責任で自主的な経営を行うことを基本方針としております。
親会社を住友化学とする当社が上場することは、当

社の「従業員の士気向上」「採用力の強化」「取引先との
信用確保」「業界での発言力」などさまざまなメリットが
あります。

２．少数株主保護の取り組み
当社が住友化学グループとの取引を行う際は、市場

３．2023年度の取締役報酬内容

価格、総原価を勘案して毎期交渉の上、一般的取引条
件と同様に決定しております。また、親会社（住友化学）
との会社間の取引のガバナンス強化の観点から、2020
年3月に社外取締役から構成される社外役員審議委員
会を設置し、取締役会決議事項のうち、親会社グループ
と当社グループ間で利益相反が含まれる場合、取締役
会は、当該委員会に諮問し、その審議結果の報告を受け
ることとするなど、少数株主保護に取り組む体制を整備
しています。

政策保有株式
１．基本的な考え方

当社は、円滑な事業運営、取引関係の維持・強化など
を目的として、中長期的な経済合理性や将来見通しを
総合的に勘案した上で、必要と判断される場合に限り、
株式を政策的に保有します。保有する株式については、
事業環境の変化・リターンとリスクなどを踏まえた中長
期的な経済合理性や将来の見通しなどを踏まえ、毎年
取締役会において対外的な保有の狙い・合理性につい
ての具体的な説明を行い、保有の適否を検証するなど、
適宜見直しを行っております。なお、保有の必要性がな
いと判断された場合には市場動向を見ながら売却する
方針です。

２．政策保有株式の期末残高の推移
上記１の考え方に基づき、当社は、2022年度に、一部

株式の売却を実施しました。

区　分

取締役（監査等委員を除く。）
（社外取締役を除く。）

員　数 計
報酬等の種類別の額

基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

9名

1名

4名

126百万円

18百万円

26百万円

6百万円

ー

ー

ー

ー

ー

133百万円

18百万円

26百万円

取締役（監査等委員）
（社外取締役を除く。）

社外役員

政策保有株式の期末残高の推移
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